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2025年度の賃金（正社員）の意向①

賃上げ予定は48.5%、３%以上の引き上げは半数に迫る
４社に１社は賃上げ未定であり、今後の動向に期待

⚫ 2025年度に所定内賃金の引き上げを予定している企業（「業績が
改善しているため賃上げを実施予定」と「業績の改善がみられな
いが賃上げを実施予定」の合計）は48.5%と、半数に迫る割合と
なった。コスト増が継続する厳しい経営環境の中でも、賃上げへ
の意欲は高い状況にある。また「現時点では未定」は26.1%であり、
今後の動向が期待される。

⚫ 賃上げ実施予定企業（先述の48.5%）のうち、「業績の改善がみら
れないが賃上げを実施予定（防衛的な賃上げ）」は67.2%と、
2024年度実績（９月時点）から3.7ポイント増加し、７割に迫る。

⚫ 賃上げ実施予定企業の割合を業種ごとに見ると、建設業（55.7%）、
製造業（54.3%）、卸売業（55.1%）は全体と比較して高水準であ
る一方、BtoCが主の業種である小売業（34.1%）やサービス業
（45.1%）は相対的に低水準となった。また、従業員９人以下の企
業（31.7%）でも、賃上げ予定率が低水準となった。

⚫ 2025年度の給与総額の引き上げ率について、消費者物価の上昇と
比較しても遜色ない３%以上の引き上げを予定する企業は48.3%と、
半数に迫る割合となった。
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2025年度の所定内賃金の意向

⚫ 2024年度に大幅な賃上げを実施した。さらなる賃上げの必要性
は理解しているが、業績が改善する見込みもなく、慎重な検討
が必要である。 （札幌 セメント・同製品製造業）

⚫ 原材料・エネルギー価格の上昇などコストアップ要因が多い状
況だが、人材確保のために賃上げせざるを得ない。

（柏 自動車・附属品製造業）
⚫ 賃上げはできる限り実施して従業員満足度を維持したい。継続
的に賃上げができる体制を目指している。 （名古屋 水運業）

※所定内賃金＝定期昇給、ベースアップ、
手当の新設・増額の合計で、一時金（賞与）は含まない

賃上げは
行わない予定

25.3%

業績が改善しているため
賃上げを実施予定
（前向きな賃上げ）

15.9%

業績の改善がみられない
が賃上げを実施予定
（防衛的な賃上げ）

32.6%

48.5% 賃上げ企業を100
とした場合の割合

前向きな賃上げ

32.8％（▲3.7pt）

防衛的な賃上げ

67.2％（＋3.7pt）

※括弧内は2024年度実績
（2024年９月調査）
との比較

※「賃上げを実施」と回答した企業を対象に調査。給与総額＝所定内賃金に一時金（賞与）を加えたもの

給与総額の引き上げ率ごとの企業分布（2025年度意向）

【詳細】 ５%以上
４%以上
５%未満

３%以上
４%未満

２%以上
３%未満

１%以上
２%未満

１%未満 未定

2025年度意向
(2024年12月調査)

11.2% 14.0% 23.1% 17.9% 10.8% 0.7% 22.2%

【参考】
2024年度実績
(2024年９月調査)

18.2% 19.7% 26.7% 19.4% 10.5% 2.0% 3.5%

現時点
では未定
26.1%

48.3% 29.4% 22.2%

前向きな
賃上げ

防衛的な
賃上げ

現時点
では未定

賃上げは
行わない

24.7% 42.9% 9.2% 23.1%

【参考】2024年度実績（2024年９月調査）

建設業 製造業 卸売業 小売業 サービス業

55.7% 54.3% 55.1% 34.1% 45.1%

従業員101人以上 従業員10～100人 従業員９人以下

58.9% 61.2% 31.7%

全体
（再掲）

48.5%

３％以上 ３％未満 未定

業種・従業員数ごとの賃上げ実施予定企業の割合（2025年度意向）
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2025年度の賃金（正社員）の意向②

賃上げ理由は人材確保・定着が最多
価格転嫁実施企業の給与総額引き上げ率は高い傾向

⚫ 賃金を引き上げる理由は、「人材確保・定着やモチベーション向
上」が87.8%と、人手不足を背景に、極めて高い水準となった。

⚫ また、「物価上昇」（42.8％）や「最低賃金の引き上げ」
（38.9％）といった外的要因も高い水準となった。

⚫ 「主要な商品・サービスに一定の価格転嫁が行えた」ことを挙げ
た企業は11.5%と、2024年度実績（９月時点）から2.5ポイント減
少となり、価格転嫁には、一服感が見られる。一方、同回答の企
業では、「前向きな賃上げ」や「給与総額引上げ率３%以上」と回
答した割合が、全体と比較して高い水準となった。

⚫ 賃金を引き上げない主な理由としては、「今後の経営環境・経済
状況が不透明」（65.9%）が最多となり、「業績の改善がみられな
い」（43.3％）、「エネルギー・原材料価格等の高騰分を十分に
価格転嫁できず収益が圧迫」（41.7%）、「社会保険料の増加によ
り会社負担が増えているため」（20.7%）と続いた。
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⚫ エネルギー・原材料価格の上昇などのコスト増が続き、資金繰りが
圧迫され、原資不足により賃上げを行うことができない。

（白河 紙・加工品製造業）

⚫ 人手不足解消のためには賃金上昇は避けられず賃上げを行ったが、
人件費増加分の価格転嫁を顧客に受け入れてもらうことが難しい。

（豊中 一般工事業）

⚫ 人手不足解消を目的とした新規採用を行うため、賃上げ、福利厚生
の充実を進めている。その原資確保のために、新製品開発と販路拡
大を積極的に進め、売上増加を図っている。（浜松 金属加工業）

65.9%

43.3%

41.7%

20.7%

19.9%

6.3%

60.0%

38.2%

36.6%

18.5%

19.7%

5.5%

2025年度意向（2024年12月調査）

2024年度実績（2024年９月調査）

87.8%

42.8%

38.9%

21.1%

11.9%

11.5%

84.6%

41.5%

37.1%

25.1%

8.5%

14.0%

2025年度意向（2024年12月調査）

2024年度実績（2024年９月調査）

※複数回答、上位6項目

人材確保・定着や
モチベーション向上

物価上昇

最低賃金の引き上げ

新卒採用者の初任給や
非正規社員の給与の引き上げ

主要な商品・サービスに
一定の価格転嫁が行えた

賃金を引き上げる主な理由

※複数回答、上位６項目

賃金を引き上げない主な理由

今後の経営環境・
経済状況が不透明

業績の改善がみられない

エネルギー・原材料価格等
の高騰分を十分に価格転嫁

できず収益が圧迫

前向きな
賃上げ

給与総額
引き上げ率
３%以上

価格転嫁を
理由に賃上げ

75.8％ 66.3％

全体（再掲） 32.8％ 48.3％

社会保険料の増加による
手取り額の減少

社会保険料の増加により
会社負担が増えているため

すでに他社と同水準の
賃金になっているため

増員による総人件費の
増加を抑えるため
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